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市民の裁判参加に関する比較的考察(２)

アメリカ､ 日本及び中国を中心に
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Ⅱ. 日本における市民の裁判参加
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論 説

������������������������������121

― 2 ―



るとかなり特殊な形態の小規模な陪審制を実施していた｣ (１) ｡ アメリカ

の陪審制度は植民地人のアメリカ市民が ｢下から｣ 本国イギリス政府との

抗争で勝ち取った ｢戦果｣ であったのに対し､ 日本の陪審制度はむしろ帝

国政府が ｢上から｣ 国民に施した ｢贈り物｣ といってよかろう｡ 特に大正

陪審法の成立には､ ｢平民宰相｣ と呼ばれる当時の内閣総理大臣原敬とい

う ｢お上｣ の強いリーダーシップに負うところが大きかった｡ 日本ではア

メリカのような歴史的経緯はなく､ 理念先行型のところがあることによっ

てこの差異が生じたものと考えられる｡

日本の陪審への動きは大正デモクラシー運動の高揚の中で､ 原敬内閣の

政治課題として登場し｣ (２) ､ 1923年の陪審法として結実した｡ 日本初の

国民の司法参加を実現した陪審法は､ ５年の準備期間を置いて1928年から

施行された｡ 陪審法制定の理由としては､ ｢政治上の理由｣ と ｢司法上の

理由｣ とが挙げられた (３) ｡ ｢政治上の理由｣ とは､ 国民の関与が三権のう

ち立法・行政で認められているのに､ 司法にだけ認めないのは時勢に合わ

ないという意味であり､ ｢司法上の理由｣ とは､ 裁判に対する国民の親し

みを得ること､ また誤解や疑惑を一掃することにより裁判の威信をさらに

高めるという意味であった｡ しかし､ 実際の思惑は､ ｢裁判における事実

判断が“天皇ノ名ニ於イテ”行われると､ それは必然的に天皇の責任問題

につながる｡ 天皇を不可侵の立場に置くために､ 陪審制を設けて国民を裁

判に参加させ､ 責任を国民に分有させよう｣ という点にあるとされた (４) ｡

したがって､ この陪審制度は､ ｢普通の日本人の要求に応じて､ 普通の日

本人のために作られた制度ではない｣ (５) ｡ これまでの裁判に問題があっ

て国民の側から求める改革というより､ 上から押し付けられた改革といえ

よう｡

陪審法における陪審員は､ 直接国税３円以上を納める日本国民の男子か

ら無作為抽出で選ばれた12人で構成され､ 対象事件は被告人が否認してい

る重罪事件に限られた｡ 陪審員の有罪・無罪の評決は､ 裁判官に対する

｢答申｣ とされ､ 裁判官が陪審の答申を不当と判断した場合には､ 審理の
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やり直しを命じることが可能であった｡ 陪審裁判は被告人の請求によるも

のとされ､ 被告人が陪審裁判を選択する場合には､ 控訴が許されなかった｡

上から恵まれた陪審制を一般民衆に教え導くべく啓蒙活動も不可欠なこ

とと考えられた｡ 当時の帝国政府は陪審制度の実施に熱心であり､ 準備研

究のため36名もの判事や検事を諸外国に派遣したほか､ 一般市民への宣伝

のため､ 講演会を全国で3,339回､ 延べ124万人の成人に対して行っていた｡

様々な啓蒙活動を行った末に実施された陪審制度に対して､ 国民は当初大

歓迎し (６)､ 陪審法実施初期の1930年には､ 法廷陪審事件が100件を超えた｡

しかし､ 被告人にとって有利とは言えない様々な制約もあったため､ 陪審

裁判を辞退することが予想以上に多く､ 陪審裁判の実績は落ち込み､ 太平

洋戦争末期には利用件数が極端に減り､ 1939年からはもう一桁しかなかっ

た
(７)

｡ 陪審裁判の辞退者が多かった理由については､ 当時の制度と ｢法曹の

消極性｣ (８) に問題があったといわれる｡ すなわち ｢法律家の使命感喪失が

原因で､ 裁判官や弁護士に説得され､ 辞退することが多かったようである｡

考えられるのは､ 裁判官としてはお上の裁きを受けないのか､ という不満

があったかもしれない｡ 弁護士側からすれば､ 控訴できないし､ 請求陪審

で有罪になれば費用が課せられるからやめておこうと消極的にならざるを

得なかった｣ (９) のである｡

骨抜きにされた陪審裁判は､ 1943年 ｢陪審法ノ停止ニ関スル法律｣ によっ

て停止させられた｡ ｢陪審法が停止された理由について､ 国民意識に合わ

ないということが上げられているが､ 戦争の激化によって陪審候補者名簿

の調製が困難となったのが直接の理由であって､ 陪審制度そのものに対す

る批判があったわけではない｡ それ故に､ 陪審法も廃止されたのではなく､

『今次ノ戦争終了後再施行スルモノトシ』 (３条) ていた｣ のである (10) ｡

戦後､ 日本の司法改革を主導した���は､ 民主主義的な刑事司法を展

望する場合に､ 陪審制度の復活は当然の前提と考え､ ���の憲法草案に

おいても､ 第２次案まで被告人の陪審裁判を受ける権利を保障する規定を

定めていた｡ しかし､ ���の最終案においてはこの規定が消えた｡ その
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背後には司法官僚の力もあったといわれる｡ 立法作業に携わった裁判官ら

は､ ���に対し陪審制度が日本に馴染まないことを繰り返し説き､ 司法

大臣も財政上の理由で陪審制度の実施を先延ばしにしたという (11) ｡ 戦後

の司法改革はアメリカの主導下で行われていたが､ 法務省の役人と最高裁

の司法官僚が実権を握っていたから､ 陪審無き裁判は彼らにとって利益が

大きかったのである｡ 他方､ ���の占領政策にもやはり陪審はないほう

が都合が良かったので､ 日本の司法官僚がそう言うのならば､ もう引っ込

めておこうとしたかもしれないということであった (12) ｡ こうして､ ｢お上｣

から ｢与えられた｣ 陪審制がまたも ｢お上｣ の都合で先送りされてしまっ

た｡ 結局のところ､ 戦後以来､ 国民の司法参加としては､ 新しい裁判員制

度が2004年６月に導入されるまで､ アメリカ施政権下の沖縄の陪審実践を

除くほか､ 検察審査会制度が実施されるにとどまっていた｡

1980年代後半から､ 陪審制度の導入をめぐる議論は再び活発に展開され

ることになった｡ その背景には､ 現行刑訴法のもと､ 日本の刑事裁判には

慢性病の兆候が表れていたと指摘されたように (13) ､ 第１審有罪率は99％

と先進国の中で最も高い｡ 自白に重きを置き､ 冤罪を生む恐れが指摘され

てきた調書主義､ 綿密な立証や審理が ｢精密司法｣ として評価される反面､

書証依存の傾向も否定し難いうえ､ 裁判長期化の一因ともなっている｡

｢このような訴訟から脱却する道があるか､ おそらく参審か陪審でも採用

しない限り､ ないかもしれない｣ (14) というような嘆きは､ 市民の裁判参加

が､ 刑事訴訟手続に占める役割の重要性を示唆したものと言えよう｡ こう

した長年の課題を克服するために､ 近年相次いで明らかとなった冤罪事件

や再審無罪判決をきっかけとして､ 弁護士を中心に陪審制の復活を求める

声が上がった｡

このような種々の運動が展開される中で､ 平成11年７月に ｢司法制度改

革審議会｣ が設置され､ ｢国民の司法参加｣ は現実的な政治課題となった｡

２年近くに及ぶ審議を重ねた後､ 司法制度改革審議会は､ 平成13年６月に

｢陪審制度でも参審制度でもない 『日本独自の国民の司法参加』｣ (15) として
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の裁判員制度の創設を提言した｡ ｢特定の国の制度や既製のイメージにと

らわれない｣ ためとして ｢陪審｣､ ｢参審｣ という語を避け､ 参加する国民

を ｢裁判員｣ と呼ぶことにしたという (16) ｡ 2004年５月に､ ｢裁判員の参加

する刑事裁判に関する法律｣ が制定され､ 2009年５月より施行されている｡

この経緯からも ｢裁判員制度もお役所から国民への 『贈り物』 のような存

在になる｣(17) ことがうかがえる｡ この点は､ 裁判員制度の導入に反対する

論拠の一つともなっている｡ 例えば､ 裁判員制度は､ 国民から要望があっ

たから作られたものではなく､ 内閣に設置された ｢一つの審議会｣ の提言

が発端であった｡ ごく一部の人々が言い出したものを実現してしまったこ

の制度は､ いわば ｢国民不在｣ のまま出来上がったものと批判された (18) ｡

裁判員制度は､ 国が国民多数の意向とかかわりなく制度を作って､ ｢さあ

協力して参加せよ｣ と押しつけられたものと思われ (19) ､ 元最高裁判事の

團藤重光氏も､ ｢この制度は､ あくまで 『官製』 のものであろう｡ 司法の

民主化､ 公開性､ 透明性を本当に言うのであれば､ それは国民の中から､

民衆の中から湧きあがってくる力でなければならない｣ (20) と指摘した｡

裁判員制度導入の意義について､ 審議会意見書が指摘しているように､

現行の司法参加に関する制度を見ると､ 調停委員､ 司法委員､ 検察審査会

等の制度があり､ これまで相当の機能を果たしてきたものの､ 司法全体と

しては､ 国民がその運営に対し参加しうる場面はかなり限定的であるうえ､

参加の場面で国民に与えられている権限もまた限定的であると言える｡ し

たがって､ 司法への国民の主体的参加を得て､ 司法の国民的基盤をより強

固なものとして確立するため､ 刑事訴訟手続において､ 広く一般の国民が､

裁判官とともに責任を分担しつつ協働し､ 裁判内容の決定に主体的､ 実質

的に関与することができる新たな制度を導入すべきである｡ 裁判員制度は

まさに､ 一般の国民が裁判の過程に参加し､ 裁判内容に国民の健全な社会

常識がより反映されることによって､ 国民の司法に対する理解と支持を増

進し､ 長期的にみて裁判の正統性に対する国民の信頼を高めることを目的

とするものである｡ ただし､ 現行の司法参加制度がこれまで相当の機能を

論 説
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果たしてきたという評価を前提としている点は､ 旧陪審制度を導入した理

由と一脈相通ずるところがあるように思われる｡

この裁判員制度は､ ｢お上｣ から ｢処方された刑事裁判の姿を劇的に変

える新薬｣ (21) として､ 刑事裁判が抱える問題を解決する推進力となること

が期待された｡ そして､ 審議会意見書が提言したように､ ｢この制度が所

期の機能を発揮していくためには､ 国民の積極的な支持と協力が不可欠と

なるので､ 制度設計の段階から､ 国民に対し十分な情報を提供し､ その意

見に十分耳を傾ける必要がある｡ 実施段階でも､ 制度の意義・趣旨の周知

徹底､ 司法教育の充実など制度を円滑に導入するための環境整備を行わな

ければならない｣｡ このために､ 様々な広報啓発活動や法教育も推し進め

られた｡ 例えば､ 最高裁は裁判員制度のＰＲに約65.8億円を投じた｡ 裁判

員法施行までの５年間に600回以上の予備演習的な模擬裁判も行われた (22) ｡

全国各地におけるフォーラムが開催され､ 施行日の2009年５月21日に､ 法

曹３者トップは記者会見を開き､ 裁判員制度の意義を強調しつつ､ 国民に

理解を訴えた (23) ｡ こうした手法も旧陪審法を実施した当時の啓蒙活動と

相通じているように見える｡

しかしながら､ ｢最高裁が巨費を投じて宣伝に努めても､ 笛吹けども踊

らず､ 国民はそっぽを向いている｣ (24) という揶揄を裏付けているかのよう

に､ これまでの世論調査の結果を見ても､ 裁判員制度の導入について一般

市民の真の理解が得られているとは言いがたい状態である｡ 例えば､ 最高

裁が2008年１～２月に行った ｢裁判員制度に関する意識調査｣ によると､

裁判員制度への認知度については94.5％にも達したと同時に､ 65％の方が

参加意向を示した｡ しかし､ その中身は ｢義務だから仕方なく｣ が44.8％

であり､ ｢参加したい｣ ｢参加してもよい｣ は合わせても15.5％に過ぎない｡

｢義務であっても参加したくない｣ が37.6％を占めた｡ また､ ���放送文

化研究所は､ 裁判員法実施直前の2009年５月上旬､ ｢裁判員制度に関する

世論調査 (第２回)｣ を行ったが､ 制度の必要性についての認識は ｢必要｣

が34％､ ｢必要ない｣ が58％に達した｡ 裁判員制度が日本に根付くと思う

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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かを尋ねたところ､ ｢根付かない｣ (68％) が ｢根付く｣ (23％) を大きく

上回った (25) ｡ そして､ ｢裁判員制度が国民の間から､ 刑事裁判は是非とも

参審制､ 裁判員制でやりたいという澎湃たる声が起こって､ それに基づい

て議論､ 採用されたというのであれば､ その実施は成功するであろうが､

どうも今回は陪審は無理のようだから取りあえず参審でもやむを得ない､

後は姑息な手も辞さずにこれをなるべく陪審制に近づけ､ 陪審的に運用す

ることにして､ 当分それで我慢しようという勢力と､ 陪審制はともかく､

今回は参審制までは防ぎ切れないだろうからここまではやむなく我慢しよ

うという勢力の狭間で仕方なく生まれた裁判員制度は最初から望まれない

ものであったわけで､ その出生段階から不幸な生い立ちであったと評せざ

るを得ない｡ このように必然性なくしてできた制度がまともに機能すると

は思わず､ 失敗するのは目に見えていると言って差し支えないであろう｣

と断言する学者もいた (26) ｡

裁判員制度開始から2011年３月末までの最高裁の統計によれば､ 裁判員

候補者になったのは17万7794人であった｡ 辞退が認められた人などを除く

８万2586人が呼び出され､ 約８割に当たる６万6203人が選任手続に出向い

た (27) ｡ すなわち､ 半数以上の裁判員候補者が辞退したのである｡ 元法相

の千葉景子氏は､ 裁判員制度実施１周年の会見で､ 依然として国民の間に

抵抗感が残るとの指摘に対して ｢裁判員の経験がほかの国民にも伝わり､

共有することも大事｣ と強調したと同時に､ 裁判員選任手続への候補者の

出席率の高さや､ 経験者の肯定的な声を挙げて ｢これまでのところ順調に

実施され､ 理念が定着しつつある｣ と制度を評価した (28) ｡ 裁判員制度が

日本で定着するか否かは､ 確かにその理念をどこまで国民が共有できるか

にかかっていると思われる｡

２. 日本型参審制である裁判員制度の仕組

国民の司法参加の形式は､ 紆余曲折を経ながら裁判員法に結実した｡ 裁
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判員制度は､ 裁判員の選任について､ 参審員のような任期制でなく､ 事件

ごとに選ばれる点では陪審制に近いものがある｡ 他方､ 裁判員が担う役割

の点では､ 職業裁判官と一般市民がともに事実の認定と刑の量定を行うこ

とや､ 被告人が裁判員による裁判を辞退することを認めないことなど参審

制に近いものとなっている｡

裁判員裁判の対象事件は､ 最高刑が死刑または無期の懲役若しくは禁錮

に当たる罪､ 故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪に係る重大な事

件に限られる (２条１項)｡ ｢陪審制度を採用している諸外国では重罪事件

を対象としていること､ 戦前の陪審法も法定陪審の対象事件は､ 死刑また

は無期の懲役若しくは禁錮に処すべき罪を対象としていたこと､ 陪審裁判

と参審裁判を併用している国や併用していた国において陪審裁判は重大事

件を扱い参審裁判は軽い事件を審理していることを考慮すれば､ 裁判員裁

判の対象を重罪事件としたことには理由がある｣ (29) との解釈がある一方､

｢汚職や行政訴訟など､ より市民感覚が生かせそうな事件は対象外である

が､ どんな事件に市民感覚を取り入れるのが適当か｡ 国民の負担が重くな

らないよう配慮し､ 対象事件を見直してほしい｣ という意見も出されてい

る (30) ｡

裁判員裁判の対象事件は､ 原則的に､ 裁判官３人と裁判員６人で構成さ

れる合議体 (大裁判員裁判) によって審理される｡ ただし､ 公訴事実につ

いて争いがなく事件の内容その他の事情を考慮して適当と認められるもの

については､ 例外的に､ 裁判官１人と裁判員４人で構成される合議体 (小

裁判員裁判) で取り扱うことができる (２条２項～３項)｡ したがって､

裁判員裁判は､ 大小２種類の合議体が存在することとなる｡ ｢小裁判員裁

判｣ は､ 単に公訴事実に争いがないという要件の他に事件の内容､ その他

の事情を考慮することとしていることから､ 少なくとも死刑または無期の

懲役若しくは禁錮が予想される事件は､ ｢大裁判員裁判｣ で行い､ 比較的

短期の自由刑が予想される事件が ｢小裁判員裁判｣ の対象になると思われ

る (31) ｡

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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裁判員は､ 裁判官と対等であるという建前から､ 事実の認定､ 法令の適

用､ 刑の量定について裁判官と同様な権限を有する｡ ただし､ 法令の解釈

に係わる判断､ 訴訟手続に関する判断､ その他裁判員の関与する判断以外

の判断は､ 裁判官の合議により行われる (６条)｡ これらの判断は､ いず

れも専門性・技術性が高く､ 迅速性が求められることもある以上､ 裁判員

制度導入の趣旨である一般国民の健全な社会常識を反映させるに相応しい

場面とはいえないことなどから､ 裁判員は関与しないこととされてい

る (32) ｡

裁判員の義務については､ 法令に従って公平誠実にその職務を行わなけ

ればならず､ 裁判の公正さに対する信頼を損なうおそれのある行為や､ 裁

判員の品位を害する行為をしてはならないなどの義務を負う (９条１項３

項４項)｡ また､ 裁判員は､ 宣誓の義務 (39条２項)､ 出頭義務 (52条)､

評議に出席して意見を述べる義務 (66条２項)､ 裁判官の示した法例の解

釈等に従って職務を行う義務 (66条４項) を負う｡ これらの義務に反した

場合には､ 解任事由となるほか､ 10万円以下の過料に処せられる事由とも

なり得る (83条)｡ 裁判員の義務に関して議論となったのは､ 裁判員の

｢守秘義務｣ である｡ すなわち､ 裁判員は､ 評議の秘密その他の職務上知

り得た秘密､ 事実の認定または量刑の当否に関する意見を漏らしてはなら

ないとされ､ その違反者は６月以下の懲役または50万円以下の罰金に処す

ることとされている (９条２項､ 79条)｡ ところが､ どのような事項が

｢職務上知り得た秘密｣ に該当するかの判断や､ 評議についての一般的感

想を述べることと､ 事実の認定または量刑の当否に関する意見を漏らすこ

ととの線引きは､ 一般市民である裁判員にとっては､ おそらく困難であ

る (33) ｡ 国民の知る権利を満足させながら裁判員の秘密漏示罪の適用範囲

を明確化する必要があろう｡

裁判員裁判は連続的に開廷され､ 短期間に集中審理を行う必要があるの

で､ 公判開始前に訴因が明確にされ､ 争点が整理され､ 公判で取調を行う

証拠が準備されていなければならない｡ そこで､ 裁判員裁判の対象事件に

論 説
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ついては､ 公判前整理手続が設けられた (49条)｡ 裁判員法と併せて成立

した刑訴法等の一部改正によって新設された公判前整理手続においては､

①訴因または罰条を明確にすること､ ②訴因または罰条の追加､ 撤回また

は変更を許すこと､ ③公判期日においてすることを予定している主張を明

らかにさせて事件の争点を整理すること､ ④証拠調べの請求をさせること､

⑤請求する証拠について､ その立証趣旨､ 尋問事項等を明らかにさせるこ

と､ ⑥請求される証拠に関する同意・不同意等の意見を確かめること､ ⑦

証拠調べの決定または請求却下の決定をすること､ 証拠調べに関する異議

の申立てに対して決定すること､ ⑧公判期日を定め､ または変更すること

その他公判手続の進行上必要な事項を定めることを行うことができるとさ

れている (刑訴法316条の５)｡

裁判員裁判での評議は､ 構成裁判官及び裁判員が対等な立場で､ 事実認

定､ 法令の適用､ 刑の量定を目的にして行われ､ 裁判員は､ 評議に出席し

て意見を述べることが義務付けられている (66条１項)｡ ｢小裁判員裁判｣

では､ 公訴事実に争いがないので､ 量刑のみが問題となる｡ 評議の際に､

裁判長は､ 裁判員に対して必要な法令に関する説明を丁寧に行い､ 分かり

やすく評議を整理し､ 裁判員の発言する機会を十分に設けるなど､ 裁判員

が職責を十分に果たすことができるように配慮しなければならない (66条

５項)｡

裁判員裁判の評決には､ 事実認定に関する評決と量刑に関する評決があ

る｡ 前者は構成裁判官及び裁判員の双方の意見を含む合議体の員数の過半

数の意見によるものとされている (67条１項)｡ 少なくとも裁判官１人以

上及び裁判員１人以上を含む過半数で評決できるということは､ 構成裁判

官または裁判員のみによる多数では被告人に不利益な判断をすることがで

きないことを意味している｡ 裁判官と裁判員が協働して裁判の内容を決め

るという裁判員制度の趣旨と､ 法による公平な裁判を受ける権利を保障し

ている憲法の趣旨を考慮したものと思われる (34) ｡ 刑の量定について意見

が分かれ､ いずれの説も過半数にならない場合は､ その説が各々構成裁判

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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官及び裁判員の双方の意見を含む合議体の員数の過半数の意見になるまで､

被告人に最も不利な意見の数を順次利益な意見の数に加え､ その中で最も

利益な意見によるとされている (67条２項)｡

裁判員制度を円滑に運用するため､ 裁判員が安心して職務を果たすこと

ができるように､ 裁判員に対する不利益な取扱いの禁止 (71条)､ 裁判員

の個人情報の保護 (72条)､ 裁判員に対する接触の禁止 (73条)､ 裁判員に

対する請託罪・威迫罪の禁止 (77条､ 78条)､ 裁判員の氏名等漏示罪 (80

条) など､ 裁判員の保護のための措置､ 罰則等も定められている｡

３. 裁判員制度の含意� 先進国を象徴するモニュメント

アメリカの陪審制は､ 本国イギリス人と同じような陪審による審理の利

益を保障すべきという国内の事情から求められた社会ニーズによって採ら

れたのと異なり､ 日本の裁判員制度は､ むしろ ｢国民の司法参加が先進国

の標準となった｣ (35) 今日､ ｢およそ民主主義国家であれば､ 国民に何らか

の形で司法参加を認めているのが世界的な潮流であるが､ 先進国中､ 国民が

司法に参加するための制度を設けていないのは日本のみである｡ 裁判員制度の

導入によって日本の司法もようやく国際基準に追いついたといえる｣ (36) ために

導入された一面もあるように見える｡ いわば ｢司法判断への国民参加は､ Ｇ

７の他の国ではもう既に100年､ 200年の歴史があるという事実を捉えれば､

日本は100年､ 200年遅れて､ いまそこに国民が参加しようとしている｣ (37) の

であり､ この意味において､ ｢裁判員制度はまさしく 『法治国家』 を象徴する

ためのモニュメントであり､ 裁判員になることはそのモニュメントを作るための

賦役である｣ とも喩えられている (38) ｡

国民の司法参加制度の有無は先進国の象徴の一つであるとの考えが､ 一方

では市民の司法参加制度の導入を提唱する重要な論拠になっている｡ 例えば､

｢諸外国にあっては､ 英米法系統は陪審制度､ ヨーロッパ大陸法や社会主義
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国においては､ 参審制度を採用しているのに､ 世界の文明国の中にあって､

民主的な､ 少なくとも世界に誇る民主国と胸を張って言っているわが国のみ､

政治や行政の局面では市民参加が当たり前のようになっているが､ 国民の司

法参加は有名無実､ 旧態依然たる職業裁判官による裁判に甘んじている｣ (39)

と指摘された｡しかし他方では､ 参審制度でもなく陪審制度でもない裁判員制

度という ｢市民の司法参加としては甚だ不徹底である｣ ｢中途半端なもの｣ (40)

の採用に反対する理由にもなっている｡ 例えば､ 裁判員制度が ｢先進諸国の

中で､ 市民の刑事司法参加の制度を持たないのはわが国だけであるという事

態のもとで､ 早急に安易な妥協を成立させ､ ともかくも形の上で市民参加を

実現しようとしたものだといってもおかしくないものであった｣ と批判されてい

る (41) ｡� 権利よりも義務であるという認識

裁判員制度は､ 市民が主体的に関与できる ｢開かれた司法｣ の実現に向け

て一歩を踏み出した歴史的な改革として､ 閉鎖的とされた日本の司法制度に

風穴をあける大きな転換点であると評価されている (42) ｡ しかし一方､ 陪審を

受ける権利は､ アメリカで合衆国憲法によって保障される市民の基本権であ

ると一般的に考えられているのと異なり､ 日本では､ ｢押しつけ性｣ のある裁

判員制度について､ 市民による権利行使の機会というより､ むしろ ｢国民の

新しい義務のようにとらえていた｣ (43) 者が多いように思われる｡ すなわち､

｢裁判員法の趣旨は理解したとしても､ 裁判員を務める個々の国民にとって､

新たな負担であることは事実である｡ それゆえ､ 国民が喜んで参加することを

期待するというのは幻想であるという認識が必要である｣ (44)｡

内閣府等が裁判員制度施行直後の2009年６月に実施した世論調査による

と､ 裁判員候補者となった場合の対応について､ ｢義務であるか否かにかかわ

らず, 行きたいと思う｣ と答えた者の割合が13.6％, ｢義務であるから, なる

べく行かなければならないと思う｣ と答えた者の割合が57.9％, ｢義務だとして

も, 行くつもりはない｣ と答えた者の割合が25.9％となっている｡ 裁判員は原

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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則として辞退ができず､ 正当な理由なく裁判所の呼び出しに応じないと､ 10

万円以下の過料が課されることがある｡ こうした義務付けにもかかわらず､ ４

人に１人が積極的に参加する意識に乏しいことが浮き彫りになった (45) ｡

最高裁が2011年１～２月に行った一般市民への意識調査では､ ｢裁判員と

して刑事裁判に参加したいか｣ との問いに対し､ ｢義務であっても参加したく

ない｣ と答えた割合は41.4％､ ｢あまり参加したくないが､ 義務であれば参加

せざるを得ない｣ を合わせると､ 後向きな回答は84％にも達した (46) ｡

裁判員法により国民の裁判参加が義務であるとされているが､ この ｢義務

づけ性｣ については様々な批判もある｡ とくに ｢出頭義務｣ の不履行に対す

る罰則が､ ｢やる気のない国民に制度を強制するための威嚇｣ として､ ｢裁判

員制度がファシズムの特徴を備えている証｣ と捉え､ 裁判員候補者への呼出

状を戦前の徴兵制度で使用された召集令状のような ｢現代の赤紙｣ と喩える

見方さえあった (47) ｡

４. 市民の裁判参加意識とその変化

｢市民のための司法｣ を目標に掲げて導入された裁判員制度なのに､ これ

までの累次の世論調査では､ 肝心の ｢主人公｣ の多くが参加に消極的な態度

を示している｡ 例えば､ 裁判員法が公布された後に内閣府の実施した世論調

査によると､ 裁判員制度に ｢参加したくない｣ とする者の割合が､ 2005年に

70％､ 2007年に78.1％､ 2008年に82.4％となっている｡ ｢参加したい｣ とする

者の割合が25.6％､ 20.8％､ 15.5％に過ぎない (48) ｡

裁判員法の実施直前に行われた新聞各紙の全国世論調査では､ いずれも

｢消極派｣ が多数を占め､ この制度が国民の間で広く支持されているとは言い

難い状態であった｡ ｢参加したくない｣ と回答した人が､ 79.2% (読売)､ 76％

(朝日)､ 52％ (毎日) に上るのに対し､ ｢積極的に参加したい｣ が13％ (毎

日)､ ｢ぜひ参加したい｣ が17％ (朝日)､ ｢参加したい｣ (読売) が18％に過

ぎず､ ｢義務なので参加する｣ と回答した人が32％ (毎日) を占め､ 抵抗感
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が強いことがうかがえる｡���放送文化研究所は2009年５月上旬に行われた ｢裁判員制度に関する

世論調査 (第２回)｣ によれば､ 半年前の第１回調査の結果と比較すると､

制度の認知度は ｢知っている｣ が43％→44％､ ｢知らない｣ が56％→55％と､

認知度がまったく変わっていないという結果で､ 開始直前になっても制度に対

する国民の理解が深まっていなかったことを物語っている｡ 参加の意向度も

｢参加したい｣ が減って ｢参加したくない｣ が増えた (49) ｡

施行日が近づくにつれ､ 社会の各階層から裁判員制度の見直しを求める声

も強まった｡ 裁判員制度に反対する市民団体が各地で現れ､ 福岡市の ｢市民

のための刑事弁護を共に追求する会｣ が裁判員制度の開始に合わせ､ 制度実

施への抗議声明を提出した｡ 声明では､ 裁判員裁判を被告人は拒絶できず､

公正な裁判を受ける権利を保障した憲法に違反する｡ 国民に裁判員として出

頭を強制し守秘義務を負わせる苦役を強制しているなどとして､ 福岡地裁に

制度を廃止するよう求めた (50) ｡

弁護士や文化人らの団体が､ 制度開始直前の４月27日に､ 制度の廃止を

求め､ 約1.2万人が署名した請願書を衆参両院の議長宛に提出した｡ 請願書

は ｢辞退を容易に認めず､ 罰則で義務付けている点で国民の基本的人権を侵

害する｡ 強行は断じて許されない｣ (51) とした｡ 日本商工会議所も法務省に対

し､ 従業員50人以下の企業の従業員と管理職は裁判員を免除してほしいと申

し入れた｡ これは､ 日本の企業の約95％である従業員50人以下の企業が除外

してくれと要求したことを意味するものであった (52) ｡

このように､ 市民の声が大きくなるに従い､ 制度がスタートしたと同時に､

見直し論も広がり始めた｡ 2004年５月に裁判員法をほぼ全会一致で可決､ 成

立させた国会でも､ 早くも法律修正に向けた動きが出ている｡ 2009年４月､

衆参両院で制度の見直しを求める超党派の60人を超す ｢裁判員制度を問い直

す議員連盟｣ が発足した｡ 議連メンバーから ｢国民の７割以上が望んでいな

い以上､ 勇気を出して見直すべきだ｣､ ｢これまでの制度で問題ない｣､ ｢市民

の負担が重すぎる｣ といった意見が相次ぎ､ 議連代表も ｢多くの問題が払拭
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されず､ 国民の不安は広がる｡ 制度は施行後でも停止できる｣ と述べた｡ 法

務省の幹部は ｢そもそも同床異夢でできた制度｡ なぜ導入するのかを突き詰

めていたら議論はまとまらなかった｣ と振り返る (53) ｡

最高裁は､ 裁判員制度が始まってから全国の成人約2,000人を対象とした

｢裁判員制度の運用に関する意識調査｣ を２回行ったが､ 2011年１～２月に

実施された調査によると､ 裁判員裁判に ｢参加したい｣ ｢参加してもよい｣ が

計15％で､ 前回より3.5ポイント低下し､ 参加意欲が低下する傾向にあること

が分かった (54) ｡

消極的な日本人の姿勢は､ むしろ責任の重さをよく理解しているからこそ

消極気分になるから､ ある意味では健全な反応なのかもしれない (55) ｡ これま

での裁判に問題があって国民の側から求める改革というより､ 上からの改革と

いう経緯も影響していると思われる一方 (56) ､ これは裁判員制度が国民参加と

いう美名の下に､ ８割に上る国民の反対や躊躇いを押し切って強引に実施さ

れた明白な証拠であるとも批判されている (57) ｡

しかし一方､ 各種の全国世論調査では､ 自らの参加には躊躇しつつも､

｢今より刑事裁判が良くなる｣ と裁判員制度そのものについては､ 前向きに評

価する声が一貫して多数派を占めている｡ 読売新聞の2009年４月の世論調査

では､ 制度導入で刑事裁判が ｢良くなる｣ ｢どちらかといえば良くなる｣ と思

う人は48％であった (58) ｡ 内閣府が2009年５月の裁判員制度施行後に実施し

た世論調査では､ 裁判員制度の導入によって刑事裁判が ｢身近になる｣ と好

意的に受け止めている人も67.3％に上った (59) ｡ 日本世論調査会が2009年10

月に実施した調査では､ 裁判員制度の評価を尋ねたところ､ 肯定的な回答が

55％に上った (60) ｡ 裁判員制度によって刑事裁判がより国民の感覚に近づくこ

とを期待するという意識がうかがえる｡ このような裁判員制度への評価と参加

意欲のギャップを埋めるためにも､ 多くの国民が制度の意義を共有することが

不可欠である (61) ｡

裁判員制度が実施されて約２年となる時点で､ 全国で選任された裁判員は

11,889人に上った (62) ｡ この制度が市民の参加意識にどんな変化をもたらした
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のかについては､ 興味深いデータがあった｡ 最高裁が2010年で裁判員に選ばれ

た8,673人を対象に実施したアンケートによると､ 裁判員に選ばれる前は ｢や

りたくなかった｣ と ｢あまりやりたくなかった｣ を合わせて53.5％と過半数で

あったが､ 参加後の感想は ｢非常によい経験｣ と ｢よい経験｣ を合わせると

95.2％にも達した｡ いずれも１年目 (前者＝56％､ 後者＝97％) とほぼ同じ

数値で､ 重大で複雑な事件が増えた２年目も､ 刑事法廷を経験した裁判員の

多くが制度を前向きにとらえている｡ 裁判員の経験が考えの転換に影響した

ことが明らかである (63) ｡

５. 市民の裁判参加と ｢国民性｣

裁判員制度の導入には根強い反対論もあるが､ その論拠の一つは ｢日本特

殊論｣ を背景とした文化や国民性と市民の裁判参加を結びつけて考える言説

である｡ 例えば､ 裁判員制度の本質は隣人をして隣人を裁かせる残酷な仕組

みであり､ まさに ｢豆を煮るにその箕を焚く｣ という兄弟相食む｣ の例えに当

てはまるような､ 国民がお互いに裁く者と裁かれる者に分裂させられて､ しか

も無理矢理に裁く側に立つことを強要される制度である (64) ､ 日本人は人と違

う意見を言うことを善としない､ 裁判員制度は日本の文化に合わないから､

きちんと機能しないのではないか (65) ､ などの見解がある｡

また､ 日本人の間には抜き難い官尊民卑の思想があり､ 国民自身が ｢名も

ない市民による裁判｣ よりは ｢お上｣ の裁判を信ずる傾向があるのは否めない

事実であると指摘されている (66) ｡ とくに明治維新後､ 近代化を進めていく中

で､ 官主導で ｢国のかたち｣ を作り上げてきたこともあって､ ｢公のこと｣ は

すべて国任せ､ お上任せで､ 国民は ｢公のこと｣ に関心を持たないという国

民性がこのときに出来上がったかもしれないと考えられている (67) ｡ そして､ 戦

前から戦後を経て､ 高度経済成長期に至っても､ 日本人の意識の根底には､

権利とはどこか他所から与えられるもので､ これが侵害されるなど､ ひとたび

何かあったときには､ いつも ｢お上｣ が何とかしてくれるという他力本願の思

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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想が根底にあったという (68) ｡ 日本人が伝統的に権利意識に欠けているといわ

れるのは､ このような国民性もあろうし､ ｢知らしむべからず｣ という家康以

来のお上の伝統に慣らされているからであると思われている (69) ｡

実際にはかつて陪審制導入の際にも､ 現在の裁判員制度導入の可否を巡る

議論と類似するような議論が展開されていた｡ 陪審制・参審制が日本人の国

民性に適合するか否かもその中心的論議の一つとして行われていた｡ 陪審制

度が失敗した一つの原因としても､ 日本の文化にとって異質のものであり､ 日

本人の国民性に合わなかったからであるという理由づけは､ その後の長きにわ

たって神話と化していた (70) ｡ 例えば､ 陪審法が制定された前後に､ 当時の司

法次官である林頼三郎氏は､ 講演の中で ｢今日の日本の国民性の上から大体

考へましても果たして陪審員が公益上の立場から冷静に判断を表示する箏が

多いかどうか懸念に堪えない｣ (71) と言っていた｡

このテーゼは､ 戦後にも大きな影響力を有し､ ｢国民性｣ を理由とした陪審

制否定が主張された｡ 日本国憲法が制定された頃に､ 陪審制を復活させよう

とした総司令部が直面した大きな壁は､ 当時の司法中枢にいた関係者らが､

そろって陪審制は日本の国民性に合わないと信じていることにあったとい

う (72) ｡ 例えば､ 司法大臣であった木村篤太郎氏は､ ｢陪審の運用は､ 日本で

は実際不可能で､ それは日本の国民性の故である｣ として､ ｢日本の国民性が

まだ陪審制度を受けるに至っていない｣ (73) ことを挙げていた｡

｢日本人の国民性｣ によって陪審裁判を不適とする主張において､ ｢国民

性｣ の内容は必ずしも一定しているとはいえない｡ 先行研究によると､ 日本

人の ｢国民性｣ とは､ 一般的にいうと､ ｢日本語を共通語として用い､ 日本

という国家に属する国民の大部分に共通する意識や行動傾向に見られる特徴

を指している｣ (74) と定義される｡ そして､ 陪審との関係では､ 日本人論研究

の分析によって獲得された一般的 ｢国民性｣ として､ タテの社会､ 権威への

服従､ 集団意識の特質が抽出できるとされるほか (75) ､ 日本人の国民性は､

情に脆く､ 義理に縛られるところがあるから､ 裁判における真実を正しく判断

することができないという認識のもとで､ 裁判は裁判官に任せておけばよいと
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いう考え方に傾く人が多いことも指摘されている (76) ｡

日本人の識者だけではなく､ 日本復帰前の沖縄で法律事務所を開き､ 沖縄

に陪審制度を発足させたアメリカ人弁護士のハワード・アクレラン氏も､ 同じ

く陪審制度は日本には向かないと決めつけていた｡ その理由について､ 日本人

は情緒的に過ぎ､ 言いたいことも言わない､ 加えて統制好きである､ 上から定

められたことに疑問も持たずに素直に従って行く､ お仕着せが好きな国民性で

ある､ 自分で考えて事を決めたがらない､ 責任をとるのが嫌だからである､ み

んなと一緒に行動し､ ｢調和｣ を尊ぶ､ したがって､ 陪審制度は日本人にとっ

て ｢心地よくない｣ になろう､ と述べられた｡ この論点を検証するために､ 沖

縄在住の作家である伊佐千尋氏はその後､ 何人かの友人に陪審制度について

聞いてみたが､ 全くアクレラン氏の言った通りであったという｡ ５人が５人と

も､ その司法制度下にあっては ｢心地よくない｣ になろうとの答えであっ

た (77) ｡

このように､ 明治憲法下及び日本国憲法下のいずれの場合にも､ 陪審制が

日本の文化や日本人の国民性に適しないという見解は､ 識者の間ではかなり

主張されたものと思われる｡ しかし一方､ こうした見方に対しては様々な批判

もある｡ 例えば､ ｢それは極めて皮相的であり､ 権威主義的であるように思う｡

このことは､ 国民性がどういうものであるかが十分に吟味されないまま､ 単純

に日本人は義理人情に厚いから､ 情にほだされて､ 正しい裁判はできないとい

うことに焦点が絞られて､ そのことが権威主義的な愚民思想とセットになって､

陪審制を否定する強力な武器とされている｣ (78) という指摘がある｡ また､ ｢現

代国家において､ 法律及び法律制度というものは､ 完全に人工的なものであっ

て､ それについて語るときに何か神秘的な､ 文化云々という展開のさせ方はど

うもおかしいと思っている､ 『文化』 で片づけようとすることは無責任とすら思

える｣､ ｢裁判所や訴訟も同じで､ 普通の国民の観点からすれば､ 自分の問題

を解決してくれる 『道具』 として機能しているかどうかということは多分､ 文

化以前の問題である｣､ ｢『訴訟大国』 といわれるアメリカの人々でも､ できれ

ば訴訟などを起こしたくもないし､ 巻き込まれなくもなく､ 裁判所とは無縁で

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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いたいと思っている｣､ ｢『日本人の訴訟嫌い』 は､ 普通の人が裁判をしてもあ

まり意味がないケースが他国と比べて多い､ という状況があまりにも長くあっ

たため､ それが何となく 『文化』 になっただけなのではないかと思う｣ (79)といっ

た指摘もある｡ これらの指摘はやはり説得力があるように思われる｡ ちなみに､

｢裁判員｣ の“名付け親”で､ 制度導入に関わった松尾浩也氏は､ ｢司法への

国民参加は日本の一つの文化にもなりつつある｣ (80) という見方も示しているが､

もっと長い時間の検証に待たなければならない｡

６. 一般市民の判断能力への懸念

日本では､ 素人が法判断をすることには強い抵抗があるといわれる (81) ｡ 裁

判員制度批判論の多くも､ 素人である裁判員が刑事裁判に参加することを概

ねマイナスに評価している｡ ｢裁判員制度は､ 国民を赤紙で裁判所に呼び出し､

裁判官の真似事をさせて､ 国の秩序維持の責任を国民自身に自覚させるシス

テムである｡ 国民にお上の仕事を実体験させ､ 自ら秩序を守りお国を守る気

概をはぐくませる｣ (82) ことであり､ ｢登山の未経験者でも､ 専門家のガイドと

サポートがあれば､ 冬山を制覇できることを実証しようとするような､ 壮大な

試みである｣ (83) とも比喩された｡

司法制度改革審議会では､ 裁判官出身の委員が､ むしろ ｢民意｣ に対して

警戒的であるべきだという考え方を強調した｡ 2000年９月12日の司法制度改

革審議会のヒヤリングで､ 最高裁総務局長は､ 市民に評決権を与えるべきで

はない､ それは間違う危険があるからだ､ そして､ 陪審は統計的に誤判率が

高いと､ 市民の判断能力について大変厳しい評価をしていたが､ この意見は

もちろん最高裁の裁判官会議で了承されたものである (84) ｡ 被害者や遺族の感

情に過度に流される懸念を指摘する意見は弁護士や学者の間でも根強い (85) ｡

法曹や学者の中だけではなく､ 一般市民の中でも人を裁くことへの不安や

自分の判断能力に自信がない傾向が見られる｡ すなわち､ アメリカと異なり､

日本では､ 経済的な理由よりも､ むしろ法律の専門性､ 心理的負担などが市
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民の裁判参加に対する大きな消極的な要因になっている｡ あるアメリカの調査

によれば､ あなたは､ 陪審員として公正に判断できる方法を十分に知っている

と思うかの質問には､ 肯定的に回答した割合は79.4％もあった (86) ｡ しかし､

裁判員法の実施直前に日本の新聞各紙が行った全国世論調査によれば､ 参加

したくない消極的理由で最も多いのが ｢正しく判断できる自信がない｣､ ｢人

を裁くことに抵抗を感じる｣ ことであった｡ 朝日新聞の調査では50％が ｢正

しく判断する自信がない｣ と答え､ ｢人を裁くのに抵抗があるから｣ が25％で

続いた｡ ���が2008年11月に実施した世論調査では､ 裁判員として裁判に

｢参加したくない｣ とした1,068人にその理由を尋ねたところ､ ｢正しい判断が

できるか自信がないから｣ が55％で最も多かった｡ 2009年５月に実施した世

論調査でも､ 裁判員に選ばれた場合に正しい判決を出すことができると思うか

との質問について､ ｢できる｣ が29％､ ｢できない｣ が63％で､ 市民の多くは

正しい判決を ｢出せない｣ としていた｡ ｢出せない｣ 理由は ｢感情に左右され

て冷静な判断ができそうにないから｣ が42％と何よりも多かった (87) ｡ また､

内閣府が実施した世論調査で､ 裁判員制度の参加に拒否の意思を示した者が

挙げた理由は､ ｢有罪・無罪などの判断が難しそうだから｣ 46.5％ (2005)､

46.2% (2009)； ｢人を裁くということをしたくないから｣ 46.4％ (2005)､

｢自分達の判決で被告人の運命が決まるため責任を強く感じる｣ 64.5％ (2007)､

75.5％ (2008)､ ｢素人に裁判が行えるのか不安である｣ 64.4％ (2008)､ ｢自

分の判断が被告人の運命に影響するため荷が重い｣ 46.2％ (2009)； ｢裁判

の仕組みが分からない｣ 42％ (2007年)､ 34.6％ (2009)； ｢専門家である裁

判官の前に意見を言えるか自信がない｣ 40.5％ (2007)､ 34％ (2009)； ｢裁

判官と対等な立場で意見を発表できる自信がない｣ 55.9％ (2008)； ｢冷静

に判断できるか自信がない｣ 44.5％ (2007)､ 47.8% (2008)､ などとなってい

る (88) ｡

そこで､ ｢裁判はやはり素人ではなく､ その道のプロがやるほうがいい｡ 素

人は被告や被害者の話を聞いて感情に流されたり､ 評議で人の意見に流され

たりするであろう｣､ ｢訓練を受けていない市民が公正な判断をできるのか｣ と
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危惧する声も現われた (89) ｡ しかし､ 日本の裁判官が ｢事実認定のプロ｣ と呼

ばれることに対して､ まるで裁判官は普通の人とは段違いに現実を把握する能

力を持っている超人的な存在と見ているようにも思えるから､ かなりの違和感

を覚えると指摘するアメリカ人弁護士がいる一方 (90) ､ だからこそ市民が裁判

を裁判官という ｢お上｣ の専権事項から自らの手に取り戻すことによって､

硬直した現在の刑事裁判に市民の社会常識を反映させることが必要であると

主張する者もいた (91) ｡

ただし､ 裁判員制度が施行された１年後に裁判員経験者を対象に行われた

アンケート調査の結果から､ 市民の意識変化もうかがえる｡ 例えば､ 最高裁

のアンケートでは､ 約76％が ｢裁判が分かりやすかった｣ と答え､ ｢裁判が難

しいというイメージとは違っていた｣ という感想も多く聞かれた (92) ｡ これまで

の裁判員裁判について､ 検察側は ｢判決内容に意見が反映されている｣､ 弁

護側も ｢常識的な判断に基づく鋭い質問が出ている｣ と見ている (93) ｡

また､ 全面無罪判決や一部無罪判決､ 判決の適用罪名が殺人から傷害致

死に変更されるなど､ 市民の常識と感覚を司法に反映させるという裁判員制

度の意義を示した判決も相次いで出され､ ｢裁判員裁判は形式や類型にとらわ

れず､ 人間らしい感覚を司法に注入できる制度｣ と評価されるようになり (94) ｡

裁判員制度の狙いである ｢市民感覚の反映｣ は達成されつつあるように見え

る｡ 例えば､ 裁判員や補充裁判員を務めた20人に対する読売新聞のアンケー

トによれば､ 19人が ｢裁判で市民感覚は生かされた｣ と回答している (95) ｡ ま

た､ 裁判官裁判では､ 謝罪の手紙や賠償金の支払いといった被害回復の有無

が量刑に大きく影響したが､ 裁判員はこの点を裁判官ほど重視していないよう

で､ 被告に対しその場限りの謝罪や被害回復ではなく､ 真の反省と更正を求

めている (96) ｡ 朝日新聞が裁判員と補充裁判員の経験者140人に実施したアン

ケートによると､ 担当した被告の ｢その後｣ を知りたいと答えた人が６割を超

す88人に上り､ 被告の立ち直りに関心を寄せる姿が浮かび上がり､ 裁判員裁

判で保護観察付き判決が増える傾向を裏付けた形となった (97) ｡ そして､ 深い

反省の色が見えた被告が酌量減軽されるなど､ ｢従来ならありえなかったケー
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ス｣ と弁護士の常識を覆す判断も出ている｡ 強盗傷害事件の判決では､ 弁護

側の主張が採用され､ 起訴罪名より法定刑の軽い窃盗､ 傷害罪が適用され

た (98) ｡

強盗殺人罪などで無期懲役判決の被告に対しては､ 遺族感情に配慮した裁

判員の思いから ｢仮釈放制度について慎重な運用を求める｣ とした異例の付

帯文が判決文に付けられた｡ 起訴事実を認め情状酌量を訴えるケースが主流

のなか､ これまでの裁判では､ 絶対の信用を得てきた供述調書が否定され､

弁護側の主張が認められた判決もあった (99) ｡ 2010年６月､ 覚せい剤取締法

違反をめぐる裁判員裁判では､ ｢客観的な証拠がなかった｣､ ｢検察側の立証

が不十分｣ などとして､ 全国初の全面無罪判決が言い渡された｡ これまで間

接証拠の積み上げで有罪を推認するケースが多かったため､ 法曹関係者から

も ｢市民感覚が反映された結果｣ と受け止める声が上がり､ ｢健全な社会常

識を裁判に持ち込んだ画期的な判決｣ と評価された (100) ｡ また､ 全国初の一

部無罪判決となった強盗致傷と窃盗､ 詐欺の罪に問われた裁判員裁判では､

強盗傷害を認定しなかったことや詐欺を無罪とした理由について､ 判決は

｢被告の犯行とするには合理的な疑いが残る｡ 疑わしきは被告人の利益に｣ と

説明したが､ 裁判員も ｢証拠が無く判断できなかった｣､ ｢警察､ 検察の捜査

が甘かった｣ などと指摘した (101) ｡ 元検事総長の但木敬一氏は､ ｢日本国民

は知的能力が高く､ 勤勉で責任感もある｡ 制度は十分にやっていける｡ ２年

目は､ 死刑を求刑されるような難しい事件が相次いだが､ 市民が自分の責任

をきちんと果たす姿勢は素晴らしい｣ と市民の判断能力を高く評価した (102) ｡

こうした裁判員制度の目的に沿った変化が現れている半面､ 課題も浮き彫

りとなった｡ 例えば､ 事件の凄惨さや立証の不十分さなどによって量刑判断

に苦慮したとの声も多く聞かれ､ ｢私達が感情に流されずに判断できるのかと

思った｡ 議論には私達も加わった方がいいが､ 量刑はプロに任せた方がいいの

では｣ (103) と､ 裁判員の悩みと判断の揺れがうかがえる (104) ｡ とくに市民に死

刑の選択を強いることを疑問視する意見が少なくない｡ 裁判員裁判で初めて

の死刑判決後の記者会見に臨んだ裁判員は６人のうち１人だけで､ ｢皆さん
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苦しい思いを抱えていたからではないか｡ 死刑によく踏み切ったという気持ち

もあるが､ 重い責任を負わされて事件にかかわらざるを得なかった裁判員がか

わいそうだ｣ と､ 精神的負担の大きさが影響したことを説明した｡ そして､

｢法廷では何回も涙を流した｣､ ｢毎日大変で､ 気が重くて｣､ ｢すごく悩んだ｡

これは本当に重いと思う｣ と､ 極刑を選択した苦しい心情も率直に打ち明け

た｡ さらに､ ｢判決は全員一致ではなく､ 死刑に反対した人もいたかもしれな

い｡ 反対しても声に出せない人の気持ちも考えないといけない｣､ ｢被告自身が

死刑を覚悟し､ 高い確率で死刑が予想された裁判に､ なぜ一般人を巻き込ん

だのか｣ とも指摘した｡ 一方､ 裁判長が ｢控訴を勧めたい｣ と説諭したのは､

控訴審であらゆる角度から検討を重ねてほしいとの裁判員の思いが込められ､

その精神的負担の軽減への配慮があったのかもしれないと思われた (105) ｡

被告や被害者らの人生を決めてしまう刑事事件を裁く重い経験だけに､ と

くに死刑を選択する重圧と向き合う裁判員の心理的負担は大きいことから､

裁判員経験者への精神的ケアの重要性が制度開始前から指摘されてきたが､

制度の ｢慣らし運転｣ と言えた１年目に比べ､ ２年目は事実関係に争いのあ

る事件や死刑を求刑する事件も出てきたためか､ 制度開始前から懸念されて

いた裁判員の心理的負担の問題が表面化してきたことも指摘されている (106) ｡���が2008年11月に実施した世論調査によると､ 裁判員制度を実施するうえ

で必要だと思うことを尋ねたところ､ ｢心理的負担を和らげる対策をとる｣ が

39％､ ｢仕事を休んだ期間の収入を補償する｣ が21％､ ｢裁判員を辞退しやす

くする｣ が18％､ ｢裁判期間を短くする｣ が12％であった｡ つまり市民が求め

ているものは､ “休業補償”や“辞退しやすさ”よりも“メンタル面での対策”

であった (107) ｡

そして､ 裁判員経験者からも､ 判決後の精神的ケアの不備を指摘する声が

上がっている｡ 人を裁く重責や心理的負担を強く感じ取っているのであろうが､

裁判員裁判では初の少年事件死刑判決後に記者会見に応じた裁判員経験者

が､ ｢判決を出すのが怖かった｣､ ｢結論に対しては一生悩み続けると思うと本

当につらくて泣いてしまった｣､ ｢裁判員をやりたくなかった｣ などと述べ､ 極
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刑決定を下した精神的負担の大きさと心の苦しみを明かした (108) ｡ 殺人未遂

事件の裁判員裁判で､ 補充裁判員を務めた50歳代男性は､ 被告の人生を左

右する判断を下し､ 被告の個人情報を知りすぎてしまったという嫌悪をぬぐえ

ずにいる｡ ｢被告の一生に大きく踏み込んでしまった｡ 裁判員を務めたことを

『良い経験』 と言い切っていいのだろうか｡ 早く忘れたい､ 忘れなければいけ

ないと感じる｣ (109) と｡ 50代女性の裁判員経験者は､ 朝日新聞の取材に応じ､

｢裁判中はストレスや負担を感じた｡ 被告のために悩み､ 頭が割れそうに痛かっ

た｣ と､ 裁判の３日間を振り返った (110) ｡ 死刑の評決を下した裁判員全員は

記者会見を辞退したケースもあったが､ テレビや新聞に出ると､ 顔が映らなく

ても声や服装から近所の人達に悟られ､ ｢なぜ死刑にしたの｣ と言われるのを

恐れたという｡ 精神的な負担が大きかったことがうかがわれる (111) ｡

最高裁は電話相談窓口 ｢裁判員メンタルヘルスサポート窓口｣ を24時間年

中無休で設置しているが､ 2010年３月末まで寄せられた相談は23件のみであっ

た｡ 精神的な部分にかかわる相談が13件､ 肉体的不調を訴える相談が10件で､

３月末までの全国の裁判員経験者計約3,600人を考えれば､ 利用は極めて少な

いといえよう (112) ｡ この現象について､ 元最高裁判事の浜田邦夫氏は､ ｢日本

人は真面目で心理的負担を抱え込む傾向がある｡ 自らの体験を話すことが負

担軽減になるのに､ カウンセラーに相談したり､ 経験者同士が集まって話をす

る文化も育っていない｣ (113) と分析しているが､ 裁判員制度をより良いものに

していくためには､ メンタル面での対策などを充実させ､ ｢消極的｣ な人達を

｢積極的｣ に変えていくことも大切であろう｡

裁判員の経験が市民の社会意識を高めることにも貢献していると思われる｡

記者会見に応じた裁判員経験者の多くは ｢社会に目を向けるきっかけになっ

た｣ と肯定的な評価をした (114) ｡ 読売新聞は､ 裁判員経験者を対象に､ その

経験が考え方や価値観をどう変化させたのかについてアンケート調査を行った

ところ､ 回答者252人の大半が､ 社会のあり方や自分の人生について考えさせ

られたと述べており､ 裁判員の経験を前向きに受け止めている｡ その経験を自

分を省みるきっかけにした人もいた｡ ある男性団体職員は ｢過去の自分の判

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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断や言動が社会的に許されることだったのだろうかと､ 振り返ることが多くなっ

た｣ と回答した (115) ｡ 制度導入に携わった四宮啓氏は､ 裁判員制度を ｢刑事

裁判への理解だけでなく国民が社会との関係を考える､ そして社会へのメッセー

ジを発する場｣ と位置づけており､ これらの感想を ｢自分たちが住む社会への

意識の高まりを表している｣ と評価している (116) ｡

７. 職業裁判官への信頼

日本社会の最も重要な特徴は､ 一般市民の意見に対する不信及び無視の傾

向の裏返しとしての専門家及び高度な教育を受けた官僚の権限､ 意見及び活

動に対する広範な信頼であるという指摘もある (117) ｡ とくに日本人の裁判官へ

の信頼は､ 極めて根強いものがある (118) といわれたように､ 職業裁判官に対す

る不信から発したアメリカの陪審制度は､ 過度に市民の判断を尊重する側面

があるのと異なり､ 日本の陪審制度や裁判員制度も､ 裁判官に対する信頼の

うえに成り立つものである､ そして､ それこそが望ましいともいわれている (119) ｡

ある傷害罪の模擬裁判では､ 普段から夫に暴行を受けていた妻が､ 事件当

日もまた酔って帰宅した夫と子供の教育のことで口論になり､ 失神するほど殴

る蹴るなどされたため､ 激しい怒りから､ とっさに台所にあった包丁を取り､

夫を刺したという事例であった｡ 評議は､ しばらく議論した後､ ６人の裁判

員が順次結論を述べる形で進められたが､ ６人の内５人までが､ 怒りや絶望

からするとっさの犯行だし､ 悪いのは夫だからとして､ 執行猶予を付けるべき

だと述べていた｡ しかし､ その後､ ３人の裁判官の意見になって､ まず若い女

性裁判官が､ ｢死んでいたかもしれない｣ と実刑判決を主張し､ 次いで､ もう

１人の裁判官も､ ｢殴られた人が皆包丁で刺すわけではない｣ として実刑を支

持したところで､ 裁判長は､ ｢今の意見を聞いて､ 皆さんはどうですか｣ と裁

判員に尋ねた｡ 結果は､ 全員が裁判官の意見に賛成して､ 執行猶予の主張を

引っ込め､ 実刑判決を支持することになった (120) ｡ 裁判員がいとも簡単に自

分の判断を変え､ 裁判官の意見に同調した原因については､ 裁判が法の名で
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行われ､ その方に特権的にアクセスできる裁判官が片方にいる限り､ その発言

が決定的な重みをもってしまうことは避けられない｡ 実際､ この評議の２人の

裁判官の自信に満ちた､ しかも裁判官個人の判断としてではなく､ 法の権威

として語られているものに抵抗できる素人などいないであろうと分析され

た (121) ｡

このような信頼や尊敬の念は､ 一般的にはいわゆるお上の言うことには従う

べしという伝統的な日本人の国民性もあって (122) ､ 司法が専門性の強い裁判

官､ 検察官､ 弁護士という ｢エライ人｣ によって担われている ｢踏み込めな

い世界｣ という意識が､ 人々の中にある (123) といわれる｡ その結果､ 素人の

国民が裁判に関与する陪審制を採用して､ かえって司法の信頼を失わせるよ

りも､ 専門家として厳正な判断のできる裁判官に裁判の一切を任せるべきと

する意見が多い (124) ｡ 平野龍一氏は述べたように､ ｢我が国で陪審裁判が失敗

した一つの理由が､ 国民が 『仲間』 から裁判されるよりも､ 『お上』 から裁判

される方を選んだためであったことは否定できない｡ 裁判官は､ 天皇の下に裁

判をする者であるだけに､ 正しく公平無私に判断するであろうと予想されたか

ら信頼したのでもあろう｣｡ つまり､ ｢裁判官に対する国民の信頼は､ 確たる

証拠に基づくものではなく､ 『天皇の官吏に対する漠然たる尊敬心』 によるも

のであった｣ (125)｡ それは実に信頼ではなく､ 明治憲法時代以来の官僚政治が､

国民も官僚も政治家もおしなべて､ 官尊民卑の思想のもとで安住してきた結

果､ 国民自身が自らの判断力を失い､ 何事も官に縋る姿勢が､ 信頼という錯

覚となって定着している一面があるというような鋭い分析もある (126) ｡

そのような中でなぜ今裁判員制度の導入なのか｡ これまでの日本の刑事裁

判については､ 国民の多くの方々の信頼を得てきていると思われる一方､ 刑

事裁判が裁判官､ 検察官､ 弁護士といった法律専門家の主導で進められたと

ころから､ あまりに専門的で､ 詳細緻密なものとなって､ 分かりにくく､ 時間

がかかりすぎる､ 国民の感覚からかけ離れているという問題もしばしば批判さ

れてきた｡ こうした ｢精密司法｣ への批判に対して､ 法曹の間では改善に向

けて様々な努力を重ねてきたが､ 抜本的な解決には至っていない｡ そこに裁判
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員制度の導入が､ 刑事裁判を改めて国民の目線で根本から見直す契機となり､

国民にとって分かりやすく､ 納得のいく裁判､ より迅速な裁判が実現し､ よ

り国民の裁判に対する理解と信頼を一層深めることができると考えられてい

る (127) ｡

裁判員と裁判官が協働して事実認定と量刑判断をする裁判員制度は､ 裁

判官の専門性と市民の常識によって､ 裁判に市民の感覚や良識を反映させ､

国民との距離が遠かった司法を市民に開かれた身近な存在になり､ お上任せ

の意識が変わることが期待されている｡ そして､ 日本人の裁判官に対する信

頼も､ 国民がこういう制度を共通に運営していく土壌であると考えられてい

る (128) ｡ ところが､ この特質は､ ｢陪審制度が個人を公権力から守る最後の砦

である｣ と考えるアメリカ人の目には､ どうしても ｢公権力の一翼を担う裁判

官と国民が一緒になって悪い人のお仕置きをどうするか決めるための制度であ

る｣ (129) ように映っていることが興味深い｡

裁判官に対する信頼が厚かった日本では､ 裁判員制度により ｢民が民を裁

く｣ となると､ 裁く側からすれば､ 一市民・一素人の自分に人を裁けるのか､

裁かれる側からしても､ 一般市民の判断に自分の人生を委ねたくない､ などの

悩みや不安が出てきたのも自然な反応かもしれない (130)｡ 殊に極刑の判断につ

いては強い抵抗が見られる｡ 新聞各紙が2009年１月に実施した世論調査によ

れば､ ｢死刑を決めるような裁判には絶対に呼ばれたくない｣ (朝日)､ ｢死刑

判決は職業裁判官だけで出すべきだと思う｣ (毎日) など､ 63％の人は市民が

死刑判決にかかわることに反対した (毎日) (131)｡ 東京地裁の模擬裁判 (09.2)

で､ 裁判員役の市民は､ 休憩時にわざわざ ｢変なことを言って申し訳ありま

せん｣ と裁判長に謝る人もいたという (132) ｡

他方では､ ｢裁判官は弁護士や検察官と違って､ 司法試験に受かった後も､

特殊で独立した世界で生きているので､ 外部の常識や感覚が入りにくい面が

ある｡ このような社会常識が欠けたまま 『純粋培養』 された裁判官は､ それ

なりの努力をしていかなければ 『世間とずれていく』 という宿命を持っている

が､ 本人たちにはそうした自覚がない｣ ともいわれている (133) ｡ 裁判員制度が
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実施してから１年後の調査では､ 裁判員経験者から ｢裁判官はやはり､ 世間

の末端のことはご存じないという感じはした｡ いろいろな仕事をしている人の

意見を判決に反映することは必要だ｣ (134) という感想も聞かれ､ これまでの

｢裁判官への過度な信頼｣ (135) は少しずつ崩れていく可能性をうかがわせるもの

であった｡

裁判員裁判では､ 裁判官がいかに巧く裁判員を誘導できるかがポイントに

なると以前から指摘されているが (136)､ 裁判員経験者に対するアンケート調査

からも､ 裁判官による結論の誘導を窺わせるような反応があった｡ 例えば､ 読

売新聞が裁判員・補充裁判員経験者252人から回答を得たアンケートでは､

｢量刑を決める時に最初は意見が分かれたが､ 最終的に裁判長が､ 過去の量

刑データに合わせるような方向に持って行った｡ 言いくるめられたかなと思っ

た｣ と､ 量刑評議で示された過去の事件の量刑データを巡って悩んだ裁判員

たちの姿が浮かび上がった (137) ｡ 法廷での審理や判決を決める評議をリードす

る裁判官については､ ｢堅苦しくなく､ 人間味のある話し合いができた｣､ ｢量

刑は素人には難しく､ 過去の量刑を裁判官に聞いて考えた｣ と言う裁判員が

いた反面､ 裁判官のアドバイスを全く逆に感じている裁判員もいた｡ ｢誘導的

だったように感じた｡ それなら裁判員制度はいらない｣､ ｢重要なところは裁判

員の意見が反映されなかった｡ 見えない線路が引かれているようで､ そこから

脱線できない感じがした｣､ ｢(殺意の認定について) 裁判官が誘導的だったよ

うに感じた｣ といった批判も出された (138) ｡

最高裁は､ 2010年に裁判員を務めた8,285人を対象に ｢裁判員として裁判

に参加した感想｣ の調査を行ったが､ 評議の進め方については､ ｢判例に沿っ

て進めるため､ 多少誘導的と感じた｡ 何か割り切れなさを感じる｣ といった意

見や ｢裁判官が裁判員よりも先に意見を話すのはよくないと感じた｣ など､

｢裁判官の誘導を感じた｣ とする人も32人いた (139) ｡ このように､ 裁判員制度

では､ 市民裁判員は職業裁判官にリードされて ｢物言わぬ裁判員｣ となって

しまう恐れがあるので､ 裁判員と権威的な裁判官と対等に意見が交わせ､ 権

威的な裁判官は法律を知らない裁判員を主導したり影響を与えたりしないよ

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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うに (140) ､ ｢裁判員の自主性と独立性が担保されているシステム｣ (141) の整備も

求められる｡

ところで､ 裁判員制度開始から１年を迎えた時､ 裁判員裁判を担当した刑

事裁判官が感想や今後の課題を話し合う意見交換会が各地で行われたが､

｢裁判員の方と同じように私も始まる前は不安を感じていたが､ 終わったら良

い経験だった｣､ ｢これまでの裁判に比べて…当然と思っていたことについて､

原点に立ち返ることが多い｣ と制度の意義を理解する声が増えたほか､ 評議

についても ｢裁判員は､ 思った以上に感情に流されることなく冷静に判断して

いる｣､ ｢裁判員が驚くほど的確な意見を述べることがある｣､ ｢裁判員と活発

な議論をすることができ､ こちらも自分の考えを深めることができた｡ 裁判員

が加わることで議論が深まり､ 結論の重みも違う｣ と裁判員の役割を高く評

価した｡ ｢職務意識の高さに感動した｣ と裁判員の熱心な姿勢への感謝や､

｢裁判員との熱心な議論で､ 裁判官も大きな成長ができる｡ 裁判官裁判でつ

いた垢が落ちる感じだ｣ と絶賛する意見も聞かれた (142) ｡

裁判員制度の導入により､ これまでの ｢プロによるプロのための裁判｣ であっ

た ｢精密司法｣ から､ これからの ｢市民による市民のための裁判｣ である

｢核心司法｣ への改革が求められることになる｡ 裁判員制度を通じて ｢お上と

しての司法｣ から ｢国民の司法｣ へ､ ｢専門家の担う裁判｣ から ｢市民の担

う裁判｣ へと大きく姿を変えていく中､ 日本人が自律的・主体的な ｢真の市

民｣ へと成長することが期待されている (143) ｡

８. 裁判員裁判における量刑傾向

日本では､ 戦前の陪審法は失敗であったという評価が強かった (144) ｡ しかし､

この法律の下で行われた陪審裁判は484件あり､ そのうち､ 81件に無罪判決が

出ていた｡ 無罪率が16.7％は､ 現在の刑事裁判の無罪率が１％以下であるこ

とを考えれば､ 驚くべき数字である｡ ちなみに殺人事件だけで見ると､ 陪審裁

判の無罪率は6.3％であるのに対し､ 当時の職業裁判官の無罪率は0.07％であっ
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た｡ つまり陪審員は裁判官よりも有罪の判断をすることに慎重であった｡ 裁

判官が答申を却下して陪審を更新することも､ 実際に殆どなかった (145) ｡ この

意味で484件の実績を残した陪審裁判は､ 決して失敗ではなく､ むしろ成功で

あったという見方もある｡ 当時の陪審員の勢いは､ 大正デモクラシーの思想を

ある程度吹き込められていたものと思われる (146) ｡

陪審裁判の軽罰化傾向と対照的に､ 80数年の後に実施された裁判員裁判

はむしろ厳罰化の傾向にあるといわれる｡ 最高裁の統計によると､ 制度導入

から2011年３月末までに全国で実施された裁判員裁判は1,949件で､ 起訴され

た被告3,377人のうち､ 2,060人に判決が言い渡された｡ この中で､ 死刑判決と

全面無罪判決が５件ずつ出ている (147) ｡ 最高裁が公表した裁判員裁判の実施

状況では､ 性犯罪や傷害致死事件などに対する裁判員裁判は､ 従来の裁判官

裁判より判決が厳しくなる傾向があった｡ 最高裁は､ 殺人や傷害致死など８

つの罪を対象に､ 2011年３月末までに判決があった裁判員裁判1,629件と､ 法

施行前に起訴された裁判官裁判 (2008年４月～2011年３月) 2,749件の量刑

を比較した｡ その結果､ 傷害致死事件の量刑は､ 裁判官裁判 (306件) では

｢懲役３年超～５年以下｣ が40％と最も多かったが､ 裁判員裁判 (165件)

では ｢同５年超～７年以下｣ が28％で最多だった｡ 強姦致傷事件や強盗致

傷事件でも､ 最も多かった量刑が ｢同３年超～５年以下｣ から､ ｢同５年超

～７年以下｣ に移った｡ 殺人事件でも､ 刑がやや重くなる傾向がみられ

た (148) ｡ 一方､ 執行猶予とされた303人のうち173人 (57％) に､ 保護司らの

指導監督を受ける保護観察が付されたが (149) ､ 2008年４月～2010年３月の裁

判官裁判で執行猶予に保護観察が付けられた約37％ (150) に比べて高く､ 被告

の更生や再発防止を願う市民の気持ちが表れている｡ 従来､ ｢求刑の８掛け｣

が検察側求刑に対する量刑の相場とされてきたが､ 裁判員の場合､ ｢相場｣

に拘らない傾向も見られ､ 裁判員裁判では検察側の求刑を上回る判決も出さ

れた｡ 刃物で１人を殺害した事件で ｢人の生命が軽んじられている現代の世

相を考えると､ 平穏な社会生活を守り､ 犯罪を抑止するためには従来よりも

重い刑が相当だ｣ と述べた判決があった｡ 強制猥褻致傷事件の判決では､ 同
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種の前科を重視して検察側の求刑 (懲役７年) を上回る懲役８年が言い渡さ

れた (151) ｡ 裁判員裁判で起訴罪名よりも軽い罪と認定されたケースは４件あ

り､ 全面無罪と一部無罪判決は１件ずつであった (152) ｡ 裁判員裁判で初の死

刑判決が裁判員制度開始から１年半後の2010年11月16日に出された｡ ｢行為

の残虐性｣ が裁判員に究極の刑罰を選択させたが､ 裁判長は判決後､ 被告に

｢重大な結論で､ 裁判所としては控訴を申し立てることを勧めたい｣ と異例の

説諭もした (153) ｡

量刑が厳しくなる傾向について､ 裁判員の客観性に疑問を呈し､ 厳罰化に

拍車が掛かることが危惧される一方､ 量刑が変化するのは市民感覚が反映さ

れた表れであり､ 裁判員裁判の長所でもあるとする声もあった (154) ｡ 実際にも

裁判員の中から ｢裁判官は判例とのバランスを考えてしまう｡ 裁判員こそ被

害者の感情を汲み取れる｣ (155)､ ｢過去の事例と不釣り合いになるのを恐れ､ 法

律家はこのぐらいが妥当だと刑を決めてきたのであろう｡ 求刑を超える判決を

増やしていけば､ 国民感情に近づくかもしれない｣ (156) などの意見が出された｡

一方､ 裁判員法施行後１年の時点でまだ１件も控訴審で覆ったケースはなかっ

たため､ 事実上の ｢一審制｣ になっていないかという批判も弁護士から出てい

た (157) ｡

こうした指摘に応えたかのように､ 2011年３月29日､ 裁判員裁判の一部無

罪判決を破棄､ 差し戻した全国初の控訴審判決が東京高裁から出された｡ 現

住建造物等放火罪について無罪とし､ 窃盗と住居侵入の罪だけで懲役１年６

カ月 (求刑懲役７年) とした裁判員裁判判決に対する控訴審で､ 東京高裁

は､ 一審判決を破棄し､ 審理を東京地裁に差し戻した｡ 被告は放火を否認し､

一審判決は ｢放火の犯人である可能性はかなり高いが､ 犯人とするには合理

的な疑問が残る｣ と判断した｡ 検察側が証拠請求した被告の前科の扱いが争

点となったが､ 一審は､ ｢裁判員の偏見を生む｣ として､ 公判前整理手続で

請求を却下していた｡ しかし､ 控訴審裁判長は､ ｢起訴内容と被告の前科10

件は､ 放火の手段方法に特徴的な類似性がある｣ と指摘したうえ､ ｢裁判員

裁判かどうかにかかわらず､ 必要な関連証拠は取り調べるべきだ｣ として､ 前
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科について審理しなかった一審の判断を違法と判断した (158) ｡ すなわち､ 一審

では､ おそらく弁護側が主張した ｢裁判員には法的経験がなく､ 前科を過大

評価しがちだ｣ という傾向を避けるために､ ｢被告の前科と今回の犯行はいず

れも特殊な手段とは言えない｡ 裁判員に不当な偏見を与える恐れがある｣ と

判断し､ 被告の放火の前科に関連する検察側立証を認めなかったのかもしれ

ないが､ 控訴審では､ 被告が犯人かどうかを立証する場合､ 手口などに特徴

のある前科を裁判の証拠として調べることがある前例手続について､ 裁判員

裁判も従うべきであると結論づけた｡

また､ 2011年３月30日､ 裁判員裁判で初の全面無罪判決を破棄して高裁

が自ら有罪判決を出した全国初の控訴審判決も出された｡ 覚醒剤取締法違反

と関税法違反の罪に問われ､ 裁判員裁判で初めて全面無罪となった事件の控

訴審で､ 東京高裁は､ ｢証拠の評価を誤り､ 事実を誤認した｣ として､ 一審

判決を破棄し､ 懲役10年､ 罰金600万円の逆転有罪を言い渡した｡ しかし､

弁護側は ｢市民の常識を尊重する制度の意義を損なう判決｣ として､ 即日上

告した｡ ちなみに､ 裁判員裁判の控訴審について､ 最高裁司法研修所は2009

年に ｢市民の判断を尊重すべきだ｣ との報告をまとめ､ 状況証拠の評価も

｢客観的な事実を見落としている場合などを除き見直すべきではない｣ として

いる (159) ｡ 確かに､ 市民の良識を判決に反映させるという裁判員制度の目的

を考えれば､ 控訴審は裁判員裁判の結論を十分に尊重するのが原則であろう｡

だが､ 高裁が一審判決の事実認定などに疑問があれば結論を見直すのは､ 三

審制の趣旨から言っても妥当なことと思われる｡ 読売新聞の調査でも､ 裁判

員経験者の８割が､ 控訴審の役割について ｢必要な場合は独自の判断をすべ

き｣ と回答している (160) ｡

裁判官裁判と比較して重い量刑となる傾向があることに関連している現象

ともいえようか､ 法曹三者の中で ｢市民感覚｣ を最も高く評価しているのは

検察官である｡ 市民感情による厳罰化を指摘する声もあるが (161) ､ ｢裁判員は

適正な判断をしている｣､ ｢従来の量刑相場にとらわれず､ 裁判員の市民的な

感覚が反映されている｡ 制度の趣旨が生かされている｣ と評価する検事が多

市民の裁判参加に関する比較的考察(２)
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い (162) ｡ 他方､ 弁護士からは ｢弁護側の主張は十分に受け入れられていない｣

という声が聞かれ､ ｢被告の利益を守る十分な弁護活動ができるのか｣ との懸

念も出ている｡ 組織力のある検察に比べて､ 弁護士は ｢個人商店｣ であるた

め､ 負担が大きい裁判員裁判が敬遠される可能性も指摘されている163｡

検察官と弁護士の反応を裏付けるかのように､ 裁判員制度が始まって１年

後に最高裁が裁判員経験者を対象に実施したアンケート調査では､ 90.7％が

裁判官､ 80.3％が検察の説明について ｢わかりやすい｣ と評価したのに対し､

弁護人の説明が ｢わかりやすい｣ と答えたのは49.8％にとどまった (164) ｡ ２年

後の調査では､ 検察官や弁護人の説明について ｢分かりやすい｣ がそれぞれ

９ポイントずつ減り､ 検察官が71.7％､ 弁護士が40.4％になった (165) ｡ また､���が全国の200人以上の裁判員経験者にアンケート調査を行ったところ､

３人に１人に当たる32％が､ 弁護士の審理の進め方が適切ではないと感じて

いるのに対し､ 検察官に対しては､ こうした否定的な回答は５％にとどまっ

た (166) ｡ 補充裁判員として強盗傷害事件の裁判に参加したある主婦は､ 読売

新聞の取材に ｢弁護人の話し方が､ まるで俳優の演技のようで､ 何が真実か

分からなくなった｣ と感想を語った (167) ｡ これは弁護士と検察官とのプレゼン

テーション能力の差が反映されたもの (168) と思われる一方､ 検察・弁護側双

方がこだわる ｢分かりやすさ競争｣ のあまり､ パフォーマンス重視の法廷にな

り､ 裁判員の心をいかに掴むかの勝負になりかねないことも危惧されている｡

阿部泰雄氏は ｢検察も弁護士も被告も､ みんな裁判員に遠慮している｡ 心証

を悪くしたくないという気持ちが出ているのではないか｣ (169) と指摘している｡

裁判員制度開始から３年目に入っている｡ 裁判員法は施行から３年が経過

した段階で必要に応じて見直しを検討するとしている｡ ｢施行から３年後の見

直しの折りまでには､ 訴訟関係者も国民一般もこの裁判制度に疲れ果て､ 一

刻も早く､ 止めるか停止してくれという広範な国民の声が沸き上がり､ 国会

もそれを無視できないであろうから､ 裁判員制度の運命は施行からせいぜい３

年と見ておけばよいのではなかろうか｣ (170) というような予測もあったが､ 最高

裁が２年目で全国の有権者を対象に行った意識調査では､ 裁判所や司法が身
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近になったと答えた人が約７割を占めている (171)｡ また､ 有識者で作られた

｢裁判員制度に関する検討会｣ では､ 大勢は ｢実施状況からみて抜本改正は

必要ない｣ と､ 制度自体を否定する声はなかった｡ 最高裁も ｢制度は順調で

大きな問題はない｡ 今の段階で法改正の話は時期尚早｣ とみている (172) ｡

こうして制度の定着が進む一方､ 起訴内容を争う否認事件や死刑求刑事件

などの重大事件の審理が相次ぎ､ 審理期間や評議時間は長期化する傾向も見

られ､ 裁判員が参加しやすい環境をどう整えるかが課題となっている｡ 裁判員

が難しい判断を迫られる否認事件や死刑求刑事件の増加も予想される今後､

市民感覚がどう生かされ､ 市民の判断と公正な裁判とのバランスがどう取れる

のか､ 裁判員裁判の控訴審の在り方や守秘義務の緩和なども含めて､ ｢制度

の狙いである開かれた司法を目指すには､ 国民目線に立った検証作業が欠か

せない｣ (173) であろう｡ ｢まだよちよち歩きの赤ちゃん｣ (174) とも喩えられた裁判

員制度の運用についてはなお模索が続きそうである｡

注：

(１) 西野喜一 『裁判員制度批判』 (西神田編集室､ 2008年) 120頁｡

(２) 原敬は２つの事件をきっかけに､ 強大化した検察権力を抑制し､ かつ､ 時期尚

早と考えた普通選挙の代わりに陪審制度の導入を進めようとしたと言われる｡ その

１つは､ 1909年に起きた日糖事件と言われる政治疑獄事件である｡ これは､ 当時

の大日本製糖株式会社が､ 原料の砂糖の輸入税を企業に一部還元することを規定

した法律の有効期間の延長を実現するために､ 衆議院の政友会､ その他の諸政党

の議員に対して贈賄を企てた事件である｡ 当時､ 検察権力は非常に力を持ち､ 政

治的疑獄に対して積極的に介入する姿勢を持っていた｡ この日糖事件の捜査も､

それまで例のなかった検察主導で行われ､ 多くの議員が拘束され､ 実に過酷を極め

たような取調べを受けた｡ 政党側は､ こうした検察の捜査などが人権を無視した過

酷なものであったと主張した｡ 当時､ 政友会の有力者であった原敬は､ 日糖事件を

通して､ 陪審制の確立を政友会の党議としてその推進に政治的生命を賭けるに至っ
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た｡ ２つ目は､ 1910年の大逆事件である｡ これは､ 1910年､ 明治天皇を爆裂弾で

暗殺しようとした計画が発覚されたため､ この事件を口実に､ 多数の社会主義者・

無政府主義者の逮捕・検挙が始まり､ 家宅捜索と秘密裁判が行なわれた後､ 翌年

１月､ 旧刑法73条 ｢天皇､ 太皇太后､ 皇太后､ 皇后､ 皇太子または皇太孫に対

し､ 危害を加え､ または加えるとしたる者は死刑に処す｣ により､ 幸徳秋水ら24名

に死刑判決 (12名は翌日無期に減刑) が出され､ 12名が処刑された事件である｡

戦後､ 関係資料が発見されて事件の全容が明らかになった｡ 暗殺計画にいくらかで

も関与・同調したとされているのは､ ５名にすぎなかった｡ 原敬は､ この事件にお

ける密室裁判は非常に問題であると考えた｡ 1910年２月､ 原敬が総裁を務める衆

議院多数党たる政友会 ｢陪審制度設立に関する建議案｣ を議会に提出した､ 全会

一致で通過した｡ しかし､ 本格的な立法作業は1918 年原敬内閣の成立を待たなけ

ればならなかった｡ 1919年11月から､ 陪審制度についての具体的な検討が始まり､

ついに1923年に法制化された｡

(３) 最高裁判所事務総局刑事局 『我が国で行われた陪審裁判 昭和初期における

陪審法の運用について 』 (司法協会､ 1995年) 11頁｡

(４) 同右注・11頁､ 15頁｡

(５) コリン P.A.ジョーンズ 『アメリカ弁護士が見た裁判員制度』 (平凡社､ 2008年)

32頁｡

(６) 丸田隆 『日本に陪審制度は導入できるのか その可能性と問題点 』 (現

代人文社､ 2000年) 64 頁｡

(７) 東京弁護士会 『陪審裁判 旧陪審の証言と今後の課題 』 35頁 (ぎょうせ

い､ 1992年)｡ 井上薫・門田隆将 『激突！裁判員制度』 (ワック株式会社､ 2009

年) 22頁｡

(８) 藤田政博 『司法への市民参加の可能性：日本の陪審制度・裁判員制度の実証

的研究』 (有斐閣､ 2008年) 182頁｡

(９) 亀井洋志 『司法崩壊 あなたが裁判員を強いられる理由』 (����出版､

2008) 48頁｡

(10) 鯰越溢弘 『裁判員制度と国民の司法参加 刑事司法の大転換への道』 (現代
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人文社､ 2004年) 98頁｡

(11) 伊佐千尋 『裁判員制度は刑事裁判を変えるか－陪審制度を求める理由』 (現代

人文社､ 2006年) 179～180頁｡

(12) 同右注・241～243頁｡

(13) 溝口烈 ｢未知なる試みへの期待｣､ ｢読売新聞｣ 2009年５月21日｡

(14) 平野龍一 ｢現行刑事訴訟の診断｣ 『団藤重光博士古稀祝賀論文集・第４巻』

(有斐閣､ 1985年) 423頁｡

(15) 鯰越溢弘・前掲注 (10) 101頁｡

(16) 西野喜一・前掲注 (１) 138頁｡

(17) コリン P.A.ジョーンズ・前掲注 (５) 70頁｡

(18) 井上薫ほか・前掲注 (７) 27頁｡

(19) 大久保太郎 ｢裁判員・参加せずとも罰則なし｣､ ｢�����｣ 2009年６月号｡

(20) 團藤重光・伊東乾 『反骨のコツ』 (朝日新聞社､ 2007年) 134頁｡

(21) 溝口烈・前掲注 (13)｡

(22) ｢【裁判員制度施行１年】 『日本の文化になりつつある』 関係者 『順調』 と評

価｣､ ｢産経新聞｣ 2010年５月21日｡

(23) 銭場祐司ほか ｢『良識』 期待と不安｣､ ｢毎日新聞｣ 2009年５月22日｡

(24) 伊佐千尋 ｢笛吹けど踊らず｣ 石松竹雄・土屋公献・伊佐千尋 『えん罪を生む裁

判員制度 陪審裁判の復活に向けて』 (現代人文社､ 2008年) 243頁｡

(25) 酒井芳文 ｢裁判員制度 国民の意識と課題～ 『裁判員制度に関する世論調査

(第２回)』 から～｣､ ｢放送研究と調査 (2009年8月) ｣による｡

(26) 西野喜一・前掲注 (１) 138頁｡

(27) 伊藤一郎ほか ｢裁判員制度：裁判員１万人超 制度２年､ 実施状況 最高

裁まとめ｣､ ｢毎日新聞｣ 2011年５月21日｡

(28) 石川淳一 ｢裁判員制度：施行１年 千葉法相 『理念が定着しつつある』｣､ ｢毎

日新聞｣ 2010年５月21日｡

(29) 鯰越溢弘・前掲注 (10) 103頁｡

(30) ｢裁判員制２年 見直しは国民の目線で｣､ ｢信濃毎日新聞｣ 2011年５月22日｡
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(31) 鯰越溢弘・前掲注 (10) 104頁｡

(32) 池田修 『解説 裁判員法 立法の経緯と課題』 (弘文堂､ 2007年) 30頁｡

(33) 鯰越溢弘・前掲注 (10) 105頁｡

(34) 池田修・前掲注 (32) 38頁｡

(35) ｢社説・新しい司法を国民の手で｣､ ｢朝日新聞｣ 2009年５月20日｡

(36) 渡邊喬一 『裁判員がこの国のかたちを変える 裁判員制度のしくみとその心得 』

(扶桑社､ 2009) 15頁｡

(37) ｢裁判員制､ 是か否か (上)｣､ ｢世界｣ 2008年６月号118頁｡

(38) コリン P.A. ジョーンズ・前掲注 (５) 215頁｡

(39) 伊佐千尋・前掲注 (11) 189頁､ 165頁｡

(40) 石松竹雄ほか・前掲注 (24) 50～51頁｡

(41) 同右注・50～51頁｡

(42) ｢社説：意義を共有するためには｣､ ｢西日本新聞｣ 2009年５月22日｡

(43) 岩田清隆 ｢裁判員制度－この１年をふり返る｣､ ｢世界｣ 2010年７月号116頁｡

(44) 鯰越溢弘・前掲注 (10) 117頁｡

(45) 石川淳一 ｢裁判員制度：呼び出し状に 『行かない』 25.9％ まだ低い高齢者理

解－内閣府調査｣､ ｢毎日新聞｣ 2009年７月26日｡ 延与光貞 ｢裁判員､ 呼び出さ

れたら 『応じる』 ７割 内閣府調査｣､ ｢朝日新聞｣ 2009年７月26日｡

(46) ｢裁判員 『義務でも嫌』 ４割｣､ ｢東京新聞｣ 2011年５月21日｡

(47) 井上薫 『それでも裁判員､ やりますか？』 (集英社､ 2009) ３～５頁｡ 西野喜

一・前掲注 (１) 174頁｡

(48) 前掲注 (45)｡

(49) 酒井芳文 ｢裁判員制度 国民の意識と課題～ ｢裁判員制度に関する世論調査｣

から～｣､ ｢放送研究と調査｣ (2009年３月)､ 同 ｢裁判員制度 国民の意識と課

題～ 『裁判員制度に関する世論調査 (第２回)』 から～｣､ ｢放送研究と調査｣

(2009年８月) による｡

(50) ｢法曹３者意欲・反対なお根強く｣､ ｢読売新聞｣ 2009年５月21日｡

(51) ｢裁判員制度反対の署名提出 弁護士や文化人らの団体｣､ 共同通信2009年４
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月27日｡

(52) 前掲注 (37) 130頁｡

(53) 市川美亜子ほか ｢伝わらぬ参加意義｣､ ｢朝日新聞｣ 2009年５月22日｡ 銭場祐

司ほか ｢『良識』 期待と不安｣､ ｢毎日新聞｣ 2009年５月22日｡

(54) ｢裁判員裁判､ 参加意欲が低下＝最高裁調査｣､ 時事通信2011年４月６日)

(55) 伊東武是 ｢刑事裁判に自白は必ずしも要しない｣､ 亀井洋志・前掲注 (９) 所

収､ 210頁｡

(56) 銭場祐司ほか ｢『良識』 期待と不安｣ 毎日新聞2009年５月22日｡

(57) 小田中聡機 『裁判員制度を批判する』 (花伝社､ 2008) 230頁｡

(58) ｢社説・参加意識が低いまま始動した｣､ ｢読売新聞｣ 2009年５月21日｡

(59) ｢裁判員制度４人に１人が 『行くつもりない』 内閣府の世論調査｣､ ｢産経新聞｣

2009年７月25日｡

(60) ｢裁判員制度 ｢評価｣ 55％参加意欲は高まらず｣､ ｢熊本日日新聞｣ 2009年10月

11日｡

(61) 北村和已 ｢＜裁判員制度＞世論調査 説明し不安軽減を 開始後も見直し必

要｣､ 同 ｢＜裁判員制度＞参加に ｢抵抗感｣ 過半数に 制度には期待感－毎日新

聞世論調査｣､ ｢毎日新聞｣ 2009年５月19日｡

(62) 伊藤一郎ほか ｢裁判員制度：裁判員１万人超 制度２年､ 実施状況 最高

裁まとめ｣､ ｢毎日新聞｣ 2011年５月21日｡

(63) ｢裁判員裁判：制度施行１年アンケート/上 賛否､ １年で逆転 経験が考えに

影響｣､ ｢毎日新聞｣ 2010年５月21日｡ ｢裁判員制度：スタートから丸２年・検証

『意義』 浸透､ 課題鮮明に｣､ ｢毎日新聞｣ 2011年５月20日｡

(64) 渡邊喬一・前掲注 (36) 15頁｡

(65) ｢法の素人 迷いと緊張 大宅映子：日本の文化に合わない｣､ ｢西日本新聞｣

2009年５月21日｡

(66) 伊佐千尋・前掲注 (11) 83頁｡

(67) 渡邊喬一・前掲注 (36) 24頁｡

(68) 同右注・240頁｡
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(69) 伊佐千尋・前掲注 (11) 73頁｡

(70) 利谷信義 ｢司法に対する国民の参加 戦前の法律家と陪審法｣ 『岩波講座現

代法６』 (岩波書店､ 1966年) 389頁｡

(71) 中原精一 『陪審制復活の条件 憲法論と日本文化論の視点から』 (現代人文

社､ 2000年) 108頁｡

(72) 同右注・16頁｡

(73) 同右注・108～109頁｡

(74) 南博 『日本人論 明治から今日まで 』 (岩波書店､ 1994年) 1頁｡

(75) 丸田隆 『陪審は日本に向かないか？ 日本文化論と陪審制度』､ ｢自由と正義｣

51巻２号14～25頁｡

(76) 中原精一・前掲注 (71) 157頁｡

(77) 伊佐千尋・前掲注 (11) 72頁､ 83頁｡

(78) 中原精一・前掲注 (71) 110頁｡

(79) コリン P.A.ジョーンズ・前掲注 (５) 26～29頁｡

(80) ｢【裁判員制度施行１年】 『日本の文化になりつつある』 関係者 『順調』 と評

価｣､ ｢産経新聞｣ 2010年５月21日｡

(81) 丸田隆 『陪審裁判を考える 法廷にみる日米文化比較』 (中央公論社､ 1990)

ii-iii頁｡

(82) 前掲注 (37) 117頁｡

(83) 佐藤博史 ｢ユニーク､ 壮大な試み｣､ ｢熊日新聞｣ 2009年５月21日｡

(84) 前掲注 (37) 123頁｡

(85) 岩田清隆・前掲注 (43) 119頁｡

(86) 岡田悦典ほか ｢人々は裁判員制度をどのように考えているか 意識調査から

見た裁判員制度の課題｣､ 岡田悦典・藤田政博・仲真紀子 『裁判員制度と法心理

学』 所収 (ぎょうせい､ 2009年) 65頁～66頁｡

(87) 酒井芳文・前掲注 (49)｡

(88) 内閣府大臣官房政府広報室 ｢裁判員制度に関する世論調査｣ (平成17年２月調

査)､ 同 ｢裁判員制度に関する世論調査｣ の概要 (平成18年12月調査)､ インテー
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ジリサーチ ｢裁判員制度に関する意識調査｣ 調査結果報告書 (平成20年３月)､

｢裁判員 『行かぬ』 26％に減る…内閣府調査｣､ ｢読売新聞｣ 2009年７月25日｡

(89) 市川美亜子 ｢日本の司法どう変える｣､ ｢朝日新聞｣ 2009年５月20日｡

(90) コリン P.A.ジョーンズ・前掲注 (５) 175頁｡

(91) 亀井洋志・前掲注 (９) 38頁｡

(92) ｢【裁判員考】制度施行１年 (中) 『なんか態度が悪いな』 選任手続き～公判

迅速化､ 専門用語が壁｣､ ｢産経新聞｣ 2010年５月19日｡

(93) ｢裁判員裁判１年 市民感覚反映までの覚悟と苦悩｣､ ｢産経新聞｣ 2010年５月

30日｡

(94) 吉井理記ほか ｢サンデー・トピックス：裁判員裁判１年 (その１) 17件103人市

民審理/北海道｣､ ｢毎日新聞｣ 2010年５月23日｡

(95) ｢法廷に 『市民感覚』 ９割超｣､ ｢読売新聞｣ 2010年１月31日｡

(96) 前掲注 (94)｡

(97) ｢被告のその後知りたい､ 裁判員経験者６割｣､ ｢朝日新聞｣ 2010年５月17日｡

(98) 伊藤崇ほか ｢良い経験になったでも……自問する裁判員｣､ ｢読売新聞｣ 2010年

５月21日｡

(99) 前掲注 (93)｡

(100) ｢『疑わしきは罰せず』 忠実に｣､ ｢読売新聞｣ 2010年６月23日｡ ｢『検察の立証

不十分』 全国初の全面無罪判決｣､ ｢東京新聞｣ 2010年６月23日｡

(101) ｢証拠なし 何を信じて良いか…一部無罪判決 裁判員ら語る｣､ ｢読売新聞｣

2010年6月10日｡ ｢裁判員：初の一部無罪判決 ｢被告の犯行に疑問｣ 東京

地裁支部｣､ ｢毎日新聞｣ 2010年6月10日｡

(102) ｢裁判員制度：スタートから丸２年・検証 識者に聞く｣､ ｢毎日新聞｣ 2011年

５月20日｡

(103) 岩田清隆・前掲注 (43) 119頁｡

(104) ｢市民ｉｎ法廷：裁判員裁判 初の一部無罪判決 裁判員 ｢判断に苦労した｣
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